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令　和　５　年　度　　池　田　町　水　道　事　業　会　計　予　算

第 １ 条 　令和５年度池田町水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

第 ２ 条 　業務の予定量は、次のとおりとする。

（１） 3,032 戸

（２） 823,000 ｍ3

（３） 2,249 ｍ3

（４）

イ 18,333 千円

ロ 133,358 千円

第 ３ 条 　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

311,621 千円

185,035 千円

126,586 千円

299,674 千円

291,864 千円

7,210 千円

100 千円

500 千円

水 道 建 設 事 業

（ 総 則 ）

（ 業 務 の 予 定 量 ）

（収益的収入及び支 出）

第 １ 款

一 日 平 均 給 水 量

収 入

水 道 事 業 収 益

給 水 戸 数

年 間 総 給 水 量

支 出

第 １ 款 水 道 事 業 費 用

第 １ 項

主 要 な 建 設 改 良 事 業

第 １ 項

第 ２ 項

営 業 収 益

営 業 外 収 益

水 道 メ ー タ ー 整 備 事 業

第 ４ 項 予 備 費

第 ２ 項

第 ３ 項

営 業 費 用

営 業 外 費 用

特 別 損 失

－ １ －



－ ２ －

第 ４ 条 　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額102,706千円は、過年度分

消費税及び地方消費税資本的収支調整額8,026千円、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額6,620千円、過年度分損益勘

定留保資金88,060千円で補てんするものとする。）。

122,459 千円

92,600 千円

1,824 千円

12,089 千円

566 千円

15,380 千円

225,165 千円

160,702 千円

64,463 千円

第 ５ 条 　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

政府資金または金融機関等の
融通条件による。

（ただし、利率見直し方式で借り ただし、町財政の都合により
入れる政府資金または金融機 据置期間及び償還期限を短縮
関等の資金について、利率の し、もしくは繰上償還又は低
見直しを行った後においては、利債に借換えすることができ
当該見直し後の利率） る。

６．０％以内

企 業 債

第 ２ 項

償 還 の 方 法利 率

第 ４ 項 受 益 者 分 担 金

企 業 債 償 還 金

補 償 金第 ５ 項

限 度 額

資 本 的 収 入

資 本 的 支 出

支 出

出 資 金

証 書 借 入

起 債 の 方 法起 債 の 目 的

第 ２ 項

水 道 整 備 事 業 92,600 千円

（資本的収入及び支出）

（ 企 業 債 ）

第 １ 項

収 入

第 １ 項 建 設 改 良 費

第 １ 款

第 １ 款

第 ３ 項 負 担 金



（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第 ６ 条 　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

（１）

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第 ７ 条 　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費

の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

（１） 31,990 千円

第 ８ 条 　水道料金負担軽減及び児童手当に要する経費のため一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、14,096千円である。

第 ９ 条 　たな卸資産の購入限度額は、14,695千円と定める。

（たな卸資産購入限度額）

（他会計か らの補助 金）

消費税及び地方消費税に不足が生じた場合における営業費用及び営業外費用の間の流用。

職 員 給 与 費

－ ３ －



－ ４ －

令 和 ５ 年 度　　池 田 町 水 道 事 業 会 計 予 算 実 施 計 画

収　益　的　収　入　及　び　支　出

収　　入 （単位 千円）

款 項 目 予　定　額 備　　　　　考

1 水 道 事 業 収 益 311,621

１ 営 業 収 益 185,035

１ 給 水 収 益 171,528 １ 171,528

家 事 用 107,405

業 務 用 27,193

工 業 用 14,430

観 賞 用 及 び 臨 時 用 314

農 業 用 22,186

２ 受 託 工 事 収 益 1,055 １ 1,055

３ そ の 他 の 営 業 収 益 12,452 １ 50

２ 350

３ 480

４ 11,461

一 般 会 計 負 担 金 2,388

下 水 道 会 計 負 担 金 9,073

５ 110

６ 1

給水装置工事設計審査手数料

工事事業者指定申請手数料

水 道 料 金

修 繕 工 事 収 益

給水装置工事完成検査手数料

他 会 計 負 担 金

材 料 売 却 収 益

諸 収 入



（単位 千円）

款 項 目 予　定　額 備　　　　　考

２ 営 業 外 収 益 126,586

１ 受 取 利 息 及 び 配 当 金 1 １ 1

２ 一 般 会 計 補 助 金 50,034 １ 35,938

２ 14,000

３ 96

３ 長 期 前 受 金 戻 入 73,352 １ 73,352

４ 雑 収 益 3 １ 1

２ 1

３ 1

５ 消費税及び地方消費税 3,196 １ 3,196

還 付 金

長 期 前 受 金 戻 入

預 金 利 息

高 料 金 対 策 補 助 金

児 童 手 当 補 助 金

水 道 料 金 負 担 軽 減 補 助 金

雑 収 益

消費税及び地方消費税還付金

遅 延 損 害 金

不 用 品 売 却 収 益

－ ５ －



－ ６ －

支　　出 （単位 千円）

款 項 目 予　定　額 備　　　　　考

１ 水 道 事 業 費 用 299,674

１ 営 業 費 用 291,864

１ 原 水 及 び 浄 水 費 68,302 １ 68,302

２ 配 水 及 び 給 水 費 23,283 １ 395

２ 6

３ 4,169

４ 814

５ 769

６ 11,383

７ 3,267

８ 412

９ 760

10 1,096

11 212

３ 受 託 工 事 費 1,000 １ 1,000

４ 業 務 費 4,579 １ 4,579

修 繕 費

委 託 料

通 信 運 搬 費

委 託 料

手 数 料

使 用 料 及 び 賃 借 料

材 料 費

分 担 金

修 繕 費

動 力 費

薬 品 費

受 水 費

備 消 品 費

燃 料 費



（単位 千円）

款 項 目 予　定　額 備　　　　　考

５ 総 係 費 30,027 １ 5,426

２ 2,781

扶 養 手 当 198

住 居 手 当 180

通 勤 手 当 100

時 間 外 勤 務 手 当 733

期 末 勤 勉 手 当 1,206

寒 冷 地 手 当 184

児 童 手 当 180

３ 514

４ 746

５ 2,988

共 済 組 合 負 担 金 2,016

退 職 手 当 組 合 負 担 金 870

公務災害補償基金負担金 17

社 会 保 険 料 72

雇 用 保 険 料 13

６ 150

７ 82

費 用 弁 償 13

普 通 旅 費 69

８ 372

９ 125

10 719

11 411

12 535

13 1,723

14 1,228

15 248

16 1

17 11,442

18 433

負 担 金

保 険 料

修 繕 引 当 金 繰 入 額

印 刷 製 本 費

通 信 運 搬 費

修 繕 費

委 託 料

手 数 料

使 用 料 及 び 賃 借 料

給 料

手 当

法 定 福 利 費

旅 費

燃 料 費

賞 与 引 当 金 繰 入 額

備 消 品 費

賞与法定福利費引当金繰入額

報 酬

－ ７ －



－ ８ －

（単位 千円）

款 項 目 予　定　額 備　　　　　考

19 84

20 17

21 1

22 1

６ 減 価 償 却 費 162,200 １ 1,459

２ 140,507

３ 17,704

４ 1,580

５ 22

６ 928

７ 資 産 減 耗 費 2,373 １ 50

２ 2,323

８ そ の 他 営 業 費 用 100 １ 100

２ 営 業 外 費 用 7,210

１ 支 払 利 息 7,209 １ 7,209

２ 消費税及び地方消費税 1 １ 1

３ 特 別 損 失 100

１ 過 年 度 損 益 修 正 損 100 １ 1

２ 99

４ 予 備 費 500

１ 予 備 費 500 １ 500

福 利 厚 生 費

公 課 費

賠 償 金

貸 倒 引 当 金 繰 入 額

建 物 減 価 償 却 費

機 械 及 び 装 置 減 価 償 却 費

工具器具及び備品減価償却費

た な 卸 資 産 減 耗 費

固 定 資 産 除 却 費

無 形 固 定 資 産 減 価 償 却 費

構 築 物 減 価 償 却 費

車両及び運搬具減価償却費

消 費 税 及 び 地 方 消 費 税

材 料 売 却 原 価

企 業 債 利 息

予 備 費

損 失

水 道 料 金 還 付 金



資　本　的　収　入　及　び　支　出

収　　入 （単位 千円）

款 項 目 予　定　額 備　　　　　考

１ 資 本 的 収 入 122,459

１ 企 業 債 92,600

１ 企 業 債 92,600 １ 92,600

２ 出 資 金 1,824

１ 他 会 計 出 資 金 1,824 １ 1,824

企 業 債 償 還 元 金 出 資 金 1,824

３ 負 担 金 12,089

１ 負 担 金 12,089 １ 12,089

一 般 会 計 負 担 金 4,500

下 水 道 会 計 負 担 金 7,589

４ 受 益 者 分 担 金 566

１ 受 益 者 分 担 金 566 １ 566

５ 補 償 金 15,380

１ 補 償 金 15,380 １ 15,380

受 益 者 分 担 金

他 会 計 負 担 金

補 償 金

企 業 債

一 般 会 計 出 資 金

－ ９ －



－ １０ －

支　　出 （単位 千円）

款 項 目 予　定　額 備　　　　　考

１ 資 本 的 支 出 225,165

１ 建 設 改 良 費 160,702

１ 営 業 設 備 費 9,011 １ 1,654

２ 6,642

３ 715

２ 水道 メー タ ー整 備 費 18,333 １ 6,695

２ 11,638

３ 水 道 建 設 費 133,358 １ 8,726

２ 5,856

扶 養 手 当 180

住 居 手 当 348

通 勤 手 当 155

時 間 外 勤 務 手 当 738

管 理 職 手 当 528

管 理 職 員 特 別 勤 務 手 当 40

期 末 勤 勉 手 当 3,662

寒 冷 地 手 当 205

３ 4,803

共 済 組 合 負 担 金 3,430

退 職 手 当 組 合 負 担 金 1,353

公務災害補償基金負担金 20

４ 232

普 通 旅 費 232

５ 103,790

配 水 管 整 備 工 事 44,420

石綿セメント管更新工事 33,000

補 償 工 事 21,380

消 火 栓 更 新 工 事 4,000

配 水 池 機 器 更 新 990

６ 9,500

調 査 設 計 委 託 料 9,500

７ 70

８ 200

９ 181

２ 企 業 債 償 還 金 64,463

１ 企 業 債 償 還 金 64,463 １ 64,463

量 水 器 購 入 費

工 事 請 負 費

給 料

手 当

委 託 料

量 水 器 購 入 費

機 械 及 び 備 品 購 入 費

負 担 金

補 償 費

企 業 債 償 還 金

法 定 福 利 費

工 事 請 負 費

委 託 料

事 務 費

旅 費



（単位　千円）

１ ２

796 △ 150,458

162,200 11,680

1 13,982

0 分担金による収入 515

1 国庫補助金による収入 0

0 0

746 0

△ 860 投資活動によるキャッシュ・フロー △ 124,281

150

△ 154 ３ 財務活動によるキャッシュ・フロー

△ 73,352 92,600

△ 1 △ 64,463

7,209 一般会計からの出資による収入 1,824

2,323 財務活動によるキャッシュ・フロー 29,961

1,711

0 資金減少額 △ 276

0 資金期首残高 321,227

482 資金期末残高 320,951

101,252

1

△ 7,209

94,044

貸倒引当金の減少額

修繕引当金の増加額

修繕引当金の減少額

利息及び配当金の受取額

利息の支払額

業務活動によるキャッシュ・フロー

固定資産除却損

未収金の増減額（△は増加）

未払金の増減額（△は減少）

預り金の増減額（△は減少）

たな卸資産の増減額（△は増加）

小計

賞与法定福利費引当金の増加額

賞与法定福利費引当金の減少額

長期前受金戻入額

受取利息及び受取配当金

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入

支払利息

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出

賞与引当金の増加額

長期前受金の増加額

賞与引当金の減少額

資本剰余金の減少額

減価償却費 一般会計及び下水道事業会計からの繰入金による収入

貸倒引当金の増加額 補償金による収入

令 和 ５ 年 度　池 田 町 水 道 事 業 予 定 キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 計 算 書

（令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで）

業務活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益（△は純損失） 有形固定資産の取得による支出

 － １１ －　



 － １２ －

１．総　　　　括

本年度

前年度

比 較 120 △ 438 255 △ 507 528 40

5,767 351

△ 153 38 180

5,614 389 180

258 966 1,978

378 528 255 1,471 528 40

（千円） （千円） （千円） （千円）

手 当 手 当 手 当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

手 当 手 当 手 当 手 当 手 当 特別勤務手当

管 理 職 員 期 末 勤 勉 寒 冷 地 児 童

△ 68 74 6

手

当

の

内

訳

区 分

扶 養 住 居 通 勤 時間外勤務 管 理 職

合　　　　　　　　　　計 1 514 △ 645 63

761

資 本 勘 定 支 弁 職 員 △ 448 9 △ 439 △ 316 △ 755

31,984

比

較

損 益 勘 定 支 弁 職 員 1 514 △ 197 54 371 390

5,119 20,140

合　　　　　　　　　　計 4 14,797 9,320 24,117 7,867

9,096 2,748 11,844

資 本 勘 定 支 弁 職 員 2 9,174 5,847 15,021

24,049 7,941 31,990

前

年

度

損 益 勘 定 支 弁 職 員 2 5,623 3,473

合　　　　　　　　　　計 5 514 14,152 9,383

12,605

資 本 勘 定 支 弁 職 員 2 8,726 5,856 14,582 4,803 19,385

（千円）

本

年

度

損 益 勘 定 支 弁 職 員 3 514 5,426 3,527 9,467 3,138

手　　当 計 福 　利 　費

（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

給　　　与　　　費　　　明　　　細　　　書

区　　　　　　　　　　　分

職　　員　　数 給 与 費 法  　　  定
合　　計

特別職 一般職 報　　酬 給　　料



 

ア　会計年度任用職員以外の職員

本年度

前年度

比 較

区　　　　　　　　　　　分

職　　員　　数 給 与 費 法  　　  定
合　　計

特別職 一般職 報　　酬 給　　料 手　　当 計 福 　利 　費

（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本

年

度

損 益 勘 定 支 弁 職 員 2 5,426 3,319 8,745 2,998 11,743

資 本 勘 定 支 弁 職 員 2 8,726 5,856 14,582 4,803 19,385

3,473

合　　　　　　　　　　計 4 14,152 9,175

15,021

23,327 7,801 31,128

前

年

度

損 益 勘 定 支 弁 職 員 2 5,623

7,867

9,096 2,748 11,844

資 本 勘 定 支 弁 職 員 2 9,174 5,847

250

5,119 20,140

合　　　　　　　　　　計 4 14,797 9,320 24,117

△ 755

31,984

比

較

損 益 勘 定 支 弁 職 員 △ 197 △ 154 △ 351

△ 145

△ 101

資 本 勘 定 支 弁 職 員 △ 448 9 △ 439 △ 316

管 理 職

合　　　　　　　　　　計 △ 645 △ 790 △ 66 △ 856

手

当

の

内

訳

区 分

扶 養 住 居 通 勤 時間外勤務

特別勤務手当

管 理 職 員 期 末 勤 勉 寒 冷 地 児 童

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

手 当 手 当 手 当 手 当 手 当 手 当 手 当 手 当

40

（千円） （千円） （千円） （千円）

258 966 1,978

378 528 255 1,471 528 5,406 389 180

5,767 351

△ 361 38 180120 △ 438 255 △ 507 528 40

－ １３ －



－ １４ － 

イ　会計年度任用職員

本年度

前年度

比 較

※（　）内は第１号会計年度任用職員（外書き）

(208) (722) (140) (862)

損 益 勘 定 支 弁 職 員
(1) (514) (208) (722) (140) (862)

合　　　　　　　　　　計

資 本 勘 定 支 弁 職 員
(1) (514) (722) (140) (862)

（千円）

(208)
損 益 勘 定 支 弁 職 員

報　　酬 給　　料 手　　当 計 福 　利 　費

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

区　　　　　　　　　　　分

職　　員　　数 給 与 費
合　　計

特別職 一般職

（人） （人）

法  　　  定

本

年

度
前

年

度

資 本 勘 定 支 弁 職 員

合　　　　　　　　　　計

比

較

損 益 勘 定 支 弁 職 員
(1) (514)

資 本 勘 定 支 弁 職 員

合　　　　　　　　　　計
(1) (514) (208) (722) (140) (862)

手

当

の

内

訳

区 分

期 末

手 当

（千円）

(208)

(208)



 

２．給料及び手当の増減額の明細

ア　会計年度任用職員以外の職員

平均昇給率 ％

職員数の異動状況 3

3

３．給料及び手当の状況

（１）職員1人当たり給与

制度改正に伴う増減分

平 均 年 齢（歳） 34.0

平 均 給 料 月 額（円）

令和4年1月1日現在 平 均 給 与 月 額（円） 276,725

252,725

平 均 年 齢（歳） 42.3

令和5年1月1日現在 平 均 給 与 月 額（円） 379,367

平 均 給 料 月 額（円） 335,233

そ の 他 の 増 減 分 △ 269 職員異動等による増減 △ 269

区 分 一 般 行 政 職

会計転出 退職

会計転入 採用

手 当 △ 145 期末勤勉手当の改正によ
る増

124124

給与改定の状況 実施時期 令和4年4月1日

改 定 率 0.31％

昇 給 に 伴 う 増 加 分 96
0.38

備 考
(千円) (千円) (千円)

給 料 △ 645 給与改定に伴う増減分 35

区 分
増減額 増 減 事 由 別 内 訳 説 明

そ の 他 の 増 減 分 △ 776 職員異動等による増減 △ 776

－ １５ －



 － １６ －

（２）初任給

（３）級 別 職 員 数

級 級 級 級

６

５

４

３

２

１

計 計 計 計

級 級 級 級

６

５

４

３

２

１

計 計 計 計

50.02

1 25.0

4 100.0

現　在 1 25.0

令和4年1月1日 1 25.0

構成比(％) 職員数(人) 構成比(％) 職員数(人) 構成比(％)
区　　　　分

一 般 行 政 職

職員数(人) 構成比(％) 職員数(人)

4 100.0

現　在 1 25.0

令和5年1月1日 1 25.0

構成比(％) 職員数(人) 構成比(％)

1 25.0

区　　　　分
一 般 行 政 職

職員数(人) 構成比(％) 職員数(人) 構成比(％) 職員数(人)

大 学 卒 185,200 大 学 卒 185,200

区 分 　一般行政職　（円）
一 般 会 計 の 制 度

区 分 　一般行政職　（円）

高 校 卒 154,600 高 校 卒 154,600



（級別の標準的な職務内容）

（４）昇 給

(Ａ)
(Ｂ)
１号俸
２号俸
３号俸
４号俸
５号俸
６号俸
７号俸
８号俸

(Ａ)
(Ｂ)
１号俸
２号俸
３号俸
４号俸
５号俸
６号俸
７号俸
８号俸

比　率　（Ｂ）／（Ａ） (％) 75.0 75.0
(人)
(人)
(人)
(人)

昇給号俸数内訳
(人) 3 3
(人)
(人)
(人)
(人) 3 3

前
　
年
　
度

職 員 数 (人) 4 4
昇給に係る職員数

比　率　（Ｂ）／（Ａ） (％) 100.0 100.0
(人)
(人)
(人)
(人) 1 1

昇給号俸数内訳
(人) 3 3
(人)
(人)

昇給に係る職員数 (人) 4 4

本
　
年
　
度

職 員 数 (人) 4 4

(人)

務

区　　　　　分 合　　計
代　表　的　な　職　種

一般行政職

酒研究所長の職務
(3) 会計管理者の職

務 これらに相当する職 に相当する職務
務 (2) ブドウ・ブドウ

を所掌する課長若し
る業務を行う職 職務 (2) 課長、主幹又は くは主幹又はこれら

行う職務　　　 経験を必要とす はこれらに相当する れに相当する職務

６　　　級
一 般 行 政 職 定型的な業務を 高度の知識又は 主任の職務 係長若しくは主査又 (1) 課長補佐又はこ (1) 特に重要な業務
区　　　分 １　　　級 ２　　　級 ３　　　級 ４　　　級 ５　　　級

 － １７ －



 － １８ －

（５）特殊勤務手当

（６）期末手当・勤勉手当

（７）定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

（８）その他の手当

住　　居　　手　　当 同じ

通　　勤　　手　　当 同じ

区　　　　　　　　分 一　般　会　計　の　制　度　と　の　異　同 差　　異　　の　　内　　容

扶　　養　　手　　当 同じ

一 般 会 計 と 同 じ

一般会計の制度
24.586875 33.270750 47.709000 47.709000

定年前早期退職特例措置

（ 支 給 率 等 ） （２％～45％加算）

備　　　　　　　　考
（月分） （月分） （月分） （月分）

支 給 率 等 24.586875 33.270750 47.709000 47.709000

区 分
20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最 高 限 度

その他の加算措置等

前 年 度 2.150 2.150 4.30 有

一般会 計の制度 2.200 2.200 4.40 有

級等による加算措置

本 年 度 2.200 2.200 4.40 有

代表的な特殊勤務手当の名称

区 分
支  給  期  別  支  給  率 支給率計 職制上の段階、職務の

備　　　　　　　　考
６月（月分） 12月（月分） （月 分）

(令和　年　月　日現在)

支 給 対 象 職 員 １ 人 当 た り

平 均 支 給 月 額 (円)

支給対象職員の比率 (％)

地　　域　　手　　当 同じ

区 分 全 職 種 職 種 職 種 職 種

給料総額に対する比率 (％)



債　務　負　担　行　為　に　関　す　る　調　書

期 間 金 額 期 間 金 額 営 業 収 益

千円

水 道 事 業 電 算 シ ス テ ム

保 守 委 託 業 務

水 道 事 業 企 業 会 計

シ ス テ ム 利 用

水 道 施 設 中 央

監 視 装 置 利 用
726 726 726

令和５年度

令和５年度

令和５年度535 535 535

1,188 1,188 1,188

左の財源内訳
限 度 額事 項

千円 千円 千円

支 払 義 務 発 生 （ 見 込 ） 額

前 年 度 末 ま で の 当 該 年 度 以 降 の

支 払 義 務 発 生 予 定 額

－ １９ －



－ ２０ －

（単位　千円）

１

（１）

イ 3,436

ロ 40,223

△ 27,055 13,168

ハ 6,922,591

△ 2,875,879 4,046,712

ニ 385,716

△ 241,285 144,431

ホ 27,277

△ 15,476 11,801

へ 5,669

△ 5,379 290

ト 4,086

4,223,924

（２）

イ 264

ロ 21

ハ 2,784

3,069

4,226,993

２

（１） 320,951

（２） 32,267

△ 755 31,512

（３） 2,685

355,148

4,582,141

現 金 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

貯 蔵 品

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

電 話 加 入 権

ソ フ ト ウ ェ ア

無 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

預 託 金

工 具 器 具 及 び 備 品

減 価 償 却 累 計 額

車 両 及 び 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

有 形 固 定 資 産 合 計

建 物

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

令　和　５　年　度　　池　田　町　水　道　事　業　予　定　貸　借　対　照　表

（令和６年３月３１日）

資　　　産　　　の　　　部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地



３

（１）

イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債 1,361,829

1,361,829

（２）

イ 2,924

2,924

1,364,753

４

（１）

イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債 63,994

63,994

（２） 39,236

（３） 44

（４）

イ 2

ロ 1,984

ハ 398

2,384

（５） 9,243

114,901

５

（１）

イ 1,660,059

△ 805,414 854,645

ロ 834,032

△ 433,125 400,907

ハ 158,189

△ 57,297 100,892

長 期 前 受 金 収 益 化 累 計 額

長 期 前 受 金 収 益 化 累 計 額

長 期 前 受 金 収 益 化 累 計 額

企 業 債

引 当 金

預 り 金

受 贈 財 産 評 価 額

工 事 負 担 金

補 償 金

引 当 金 合 計

負　　　債　　　の　　　部

固 定 負 債

引 当 金

修 繕 引 当 金

固 定 負 債 合 計

未 払 金

企 業 債

企 業 債 合 計

引 当 金 合 計

企 業 債 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

流 動 負 債

前 受 金

賞 与 引 当 金

賞 与 法 定 福 利 費 引 当 金

修 繕 引 当 金

流 動 負 債 合 計

－ ２１ －



－ ２２ －

ニ 622,878

△ 275,296 347,582

ホ 74,679

△ 29,222 45,457

ヘ 105,069

△ 28,880 76,189

ト 2,080

△ 1,170 910

1,826,582

1,826,582

3,306,236

６

（１）

イ 721,129

ロ 533,478

1,254,607

1,254,607

７

（１）

イ 344

344

（２）

イ 21,537

ロ 0

ハ △ 583

（ハのうち、その他未処分利益剰余金変動額 10,000 ）

20,954

21,298

1,275,905

4,582,141

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

資 本 剰 余 金

受 贈 財 産 評 価 額

利 益 剰 余 金

当 年 度 未 処 理 欠 損 金

減 債 積 立 金

利 益 積 立 金

資 本 金

資 本 金

資 本 金 合 計

剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 金 合 計

繰 入 資 本 金

組 入 資 本 金

資 本 剰 余 金 合 計

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

他 会 計 負 担 金

一 般 会 計 補 助 金

長 期 前 受 金 合 計

資　　　本　　　の　　　部

国 庫 補 助 金

分 担 金

長 期 前 受 金 収 益 化 累 計 額

長 期 前 受 金 収 益 化 累 計 額

長 期 前 受 金 収 益 化 累 計 額

長 期 前 受 金 収 益 化 累 計 額



令 和 ４ 年 度　池 田 町 水 道 事 業 予 定 損 益 計 算 書

（令和４年４月１日から令和５年３月３１日まで）

（単位　千円）

１

（１）給 水 収 益 157,161

（２）受 託 工 事 収 益 840

（３）そ の 他 の 営 業 収 益 12,845 170,846

２

（１）原 水 及 び 浄 水 費 61,222

（２）配 水 及 び 給 水 費 20,009

（３）受 託 工 事 費 727

（４）業 務 費 4,163

（５）総 係 費 29,564

（６）減 価 償 却 費 164,007

（７）資 産 減 耗 費 3,786

（８）そ の 他 営 業 費 用 100 283,578

112,732

３

（１）受 取 利 息 及 び 配 当 金 1

（２）一 般 会 計 繰 入 金 3

営 業 収 益

営 業 費 用

営 業 損 失

営 業 外 収 益

－ ２３ －



－ ２４ －

（３）一 般 会 計 補 助 金 39,691

（４）長 期 前 受 金 戻 入 76,889

（５）雑 収 益 81 116,665

４

（１）支 払 利 息 7,603

（２）雑 支 出 873 8,476 108,189

4,543

５

（１）過 年 度 損 益 修 正 損 91

（２）固 定 資 産 除 却 損 6,290 6,381

６

（１）予 備 費 455 455 △ 6,836

11,379

0

0

11,379

そ の 他 未 処 分 利 益 剰 余 金 変 動 額

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金

当 年 度 未 処 理 欠 損 金

営 業 外 費 用

経 常 損 失

予 備 費

当 年 度 純 損 失

特 別 損 失



（単位　千円）

１

（１）

イ 3,436

ロ 40,223

△ 25,596 14,627

ハ 6,801,521

△ 2,737,712 4,063,809

ニ 378,169

△ 234,903 143,266

ホ 24,875

△ 17,350 7,525

へ 5,669

△ 5,357 312

ト 4,030

4,237,005

（２）

イ 264

ロ 21

ハ 3,712

3,997

4,241,002

２

（１） 321,227

（２） 33,978

△ 754 33,224

（３） 3,167

357,618

4,598,620

現 金 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

貯 蔵 品

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

電 話 加 入 権

ソ フ ト ウ ェ ア

無 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

預 託 金

工 具 器 具 及 び 備 品

減 価 償 却 累 計 額

車 両 及 び 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

有 形 固 定 資 産 合 計

建 物

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

令　和　４　年　度　　池　田　町　水　道　事　業　予　定　貸　借　対　照　表

（令和５年３月３１日）

資　　　産　　　の　　　部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地

－ ２５ －



－ ２６ －

３

（１）

イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債 1,333,223

1,333,223

（２）

イ 2,924

2,924

1,336,147

４

（１）

イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債 64,463

64,463

（２） 39,236

（３） 44

（４）

イ 1

ロ 2,051

ハ 393

2,445

（５） 9,243

115,431

５

（１）

イ 1,660,059

△ 769,421 890,638

ロ 834,032

△ 414,343 419,689

ハ 144,207

△ 54,486 89,721

工 事 負 担 金

修 繕 引 当 金

引 当 金 合 計

長 期 前 受 金 収 益 化 累 計 額

補 償 金

長 期 前 受 金 収 益 化 累 計 額

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

受 贈 財 産 評 価 額

長 期 前 受 金 収 益 化 累 計 額

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

企 業 債

未 払 金

預 り 金

前 受 金

引 当 金

賞 与 引 当 金

賞 与 法 定 福 利 費 引 当 金

引 当 金 合 計

企 業 債 合 計

負　　　債　　　の　　　部

固 定 負 債

企 業 債

引 当 金

修 繕 引 当 金

企 業 債 合 計



ニ 622,878

△ 263,889 358,989

ホ 74,164

△ 27,344 46,820

ヘ 93,389

△ 26,446 66,943

ト 2,080

△ 1,123 957

1,873,757

1,873,757

3,325,335

６

（１）

イ 719,305

ロ 533,478

1,252,783

1,252,783

７

（１）

イ 344

344

（２）

イ 21,537

ロ 10,000

ハ △ 11,379

20,158

20,502

1,273,285

4,598,620

利 益 積 立 金

減 債 積 立 金

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

剰 余 金

資 本 剰 余 金

受 贈 財 産 評 価 額

利 益 剰 余 金

当 年 度 未 処 理 欠 損 金

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金 合 計

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

資　　　本　　　の　　　部

資 本 金

資 本 金 合 計

資 本 金 合 計

資 本 金

繰 入 資 本 金

組 入 資 本 金

一 般 会 計 補 助 金

長 期 前 受 金 収 益 化 累 計 額

長 期 前 受 金 合 計

国 庫 補 助 金

長 期 前 受 金 収 益 化 累 計 額

分 担 金

長 期 前 受 金 収 益 化 累 計 額

他 会 計 負 担 金

長 期 前 受 金 収 益 化 累 計 額

－ ２７ －



 － ２８ －　

１
（１）

先入先出法による原価法による。

（２）
① 有形固定資産

定額法による。
主な耐用年数

建物 ２０年～２４年
構築物 １０年～６０年
機械及び装置 １５年～３０年
車両及び運搬具 　５年～　６年
工具器具及び備品 　５年～１５年

② 無形固定資産

主な耐用年数
ソフトウェア 　５年

（３）引当金の計上方法
① 貸倒引当金

② 修繕引当金
　池田町水道事業が所有する施設、設備等の通常の修繕に備えて、必要に応じその都度修繕費相当額を計上する。

③ 退職給付引当金

④ 賞与引当金及び賞与法定福利費引当金

（４）

２
　当年度に該当事項はない。

予定キャッシュ・フロー計算書等に関する注記

業年度の負担に属する額を計上している。

消費税等の会計処理
　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

固定資産の減価償却の方法

定額法による。

　債権の不納欠損による損失に備えるため、実績率等による回収不能見込額を計上している。

　職員の退職手当は、池田町水道事業会計が毎期支出する退職手当組合に対する普通負担金及び事前納付金を除き、一般会計がその全部
を負担することとなっているため、退職給付引当金は計上していない。

　職員の期末手当・勤勉手当の支給及びこれに伴う法定福利費の支出に備えるため、当事業年度末における支給見込み額に基づき、当事

池　田　町　水　道　事　業　会　計　予　算　注　記

重要な会計方針に係る事項に関する注記
たな卸資産の評価方法



３ 予定貸借対照表等に関する注記
（１）

①　令和４年度予定（令和５年３月３１日）

②　令和５年度予定（令和６年３月３１日）

４

５
（１）

①　令和４年度予定（令和５年３月３１日）　修繕引当金の目的使用による取り崩しについて

②　令和４年度予定（令和５年３月３１日）　賞与引当金及び賞与法定福利費引当金の目的使用による取り崩しについて

③　令和５年度予定（令和６年３月３１日）　賞与引当金及び賞与法定福利費引当金の目的使用による取り崩しについて

（２）

年総務省令第６号）附則第４条の規定により、引き続き従前の例により取り崩すことができる。

修繕引当金に関する経過措置
　平成２６年３月３１日以前に計上した修繕引当金２，９２４千円については、地方公営企業法施行規則等の一部を改正する省令（平成２４

　取り崩す。
　　職員の期末手当・勤勉手当及びこれに伴う法定福利費の支給のため、賞与引当金２，０５１千円を、賞与法定福利費引当金３９３千円を

　　職員の期末手当・勤勉手当及びこれに伴う法定福利費の支給のため、賞与引当金１，６１１千円を、賞与法定福利費引当金３２１千円を

　　「配水管等の修繕」のため、修繕引当金４，５００千円を取り崩す。

  担すると見込まれる額は、２２，７９０千円である。

企業債の償還に係る他会計の負担

　　予定貸借対照表に計上されている企業債（１年内に償還予定のものも含む。）のうち、企業債の償還に要する資金の一部を一般会計が負
　担すると見込まれる額は、２４，６１３千円である。

　  予定貸借対照表に計上されている企業債（１年内に償還予定のものも含む。）のうち、企業債の償還に要する資金の一部を一般会計が負

　取り崩す。

重要な後発事象に関する注記
　当年度に該当事項はない。

その他の注記
引当金の取り崩し

－ ２９ － 


